
（各特別会計は４ページをご参照ください。）

予算額 / 106億9,946万1千円 予算額 / 106億9,946万1千円

収入済額 / 37億6,153万5千円 支出済額 / 35億6,302万6千円

※

◎一時借入金の令和元年９月末現在の借入金現在高は０円 ※ 町税は令和元年１０月１日の住民基本台帳の世帯数、人口で除した
数値。国民健康保険税は令和元年９月３０日の被保険者数で除した
数値。

区　　分 町債現在高
町民一世帯
当たり残高

収納率 35.2%

被保険者
一人当たり

区　　分
町民一世帯

当たり
町民一人

当たり

執行率 33.3%

町民一人
当たり残高

義務的経費 

36億7,816万4千円 12億8,114万9千円

投資的経費 その他行政経費

57億4,014万8千円

令和元年１０月１日の住民基本台帳の世帯数、人口で除した
数値。

町　　税 191,777円 86,015円

国民健康
保険税

103,907円

一般会計 58億5,926万8千円 751,477円 337,049円

町民税 固定資

産税 

軽自動

車税 

町たば

こ税 

令和元年度予算の状況（令和元年９月末現在） 

一般会計 

歳 入 歳 出 

地方交付税 

繰入金 

国庫支出金 

町税 

県支出金 

町債 

各種交付金等 

国有提供施設交付金 

寄付金 

その他 

民生費 

総務費 

教育費 

土木費 

衛生費 

公債費 

農林水産業費 

消防費 

その他 

19億8,550万8千円 

15億7,957万7千円 

18億1,475万3千円 

14億4,010万5千円 

10億9,021万4千円 

3億5,442万2千円 

4億4,787万円 

1億3,000万円 

8億5,701万2千円 

28億7,946万3千円 

37億611万9千円 

8億6,088万6千円 

6億2,855万5千円 

6億8,531万5千円 

5億6,644万9千円 

8億2,021万1千円 

3億1,396万6千円 

2億3,849万7千円 

財源の構成 

町  税 

13.5% 

繰入金 

14.8% 

寄付金 

9.3% 

地方交付税 

18.6% 

国庫支出金 

17.0% 

県支出金 

10.2% 

自主財源  依存財源 

町税の構成 

町 税 

14億4,010万5千円 

性質別にみた歳出予算 

扶助費 人件費 公債費 
普通建

設事業

災害復

旧事業
物件費 

補助費

等 
その他 

町債等（借入金）令和元年９月末現在高及び負担の状況 町民の負担の状況（令和元年９月末現在） 

18億8,508万

1千円 

12億2,663万

4千円 

5億6,644万

9千円 

12億6,081万

3千円 

2,033万

6千円 

22億3,595万

9千円 

14億131万

6千円 

7億7,255万円 

農林水産業費 

10億円 

48億7,669万4千円 45.5% 58億2,276万7千円 54.5% 

分担金負担金 

1.1% 使用料手数料 

1.2% 

諸収入 

2.7% 
その他 
2.9% 町債 

3.3% 交付金等 

4.2% 

国有提供施設交付金 

1.2% 

積立金 

13億3,032万

3千円 

8,000万円 
5.6% 

7,070万円 

4.9% 

6億2,810万4千円 

43.6% 

6億6,130万1千円 

45.9% 
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（各特別会計は４ページをご参照ください。）

歳入決算額

歳出決算額

うち民生費

　平成30年度一般会計の決算額は、歳入が122億3,550万1千円、歳出が118億5,869万1千円で、歳入歳出
差し引き額3億7,681万円から翌年度へ繰り越すべき財源6,500万5千円を差し引いた実質収支は、3億1,180
万5千円となりました。なお、この数値は国の決算統計に基づき、集計・分析した金額により表記しています。

平成３０年度決算の状況 

一般会計 

国庫支出金 

地方交付税 

町税 

県支出金 町債 

繰入金 

交付金等 

国有提供施

設交付金 

寄付金 
その他 

扶助費 

人件費 

公債費 

普通建設事

業費 

災害復旧費 物件費 

補助費等 

積立金 

繰出金 
その他 

総務費 

民生費 

商工費 

教育費 

衛生費 

農林水産… 

公債費 

消防費 

土木費 

議会費 

その他 

32億9,912万6千円(27.8％) 

28億681万8千円(23.7％) 

14億6,526万3千円(12.4％) 

10億4,569万3千円(8.8％) 

6億9,969万6千円(5.9％) 

6億4,409万9千円(5.4％) 

6億594万円(5.1％) 

5億8,102万7千円(4.9％) 

5億3,061万円(4.5％) 

9,653万8千円(0.8％) 

8,388万1千円(0.7％) 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

歳入決算額 9,187,904 9,742,458 9,223,480 10,278,988 12,235,501

歳出決算額 8,812,088 9,265,599 8,872,670 9,956,771 11,858,691

120億 

100億 

80億 

60億 

40億 

20億 

（単位：千円） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 

122億3,550万1千円 

歳 出 総 額 

118億5,869万1千円 

総  務  費   役場、基地対策、選挙などの経費 

民  生  費   福祉(社会、老人、児童)事業や国民年金などの経費 

農林水産業費   農林水産業の振興に使われる経費 

土  木  費   道路や公園、町営住宅の建設管理などの経費 

教  育  費   学校や体育館、文化財など教育にかかる経費 

衛  生  費   医療や環境、し尿処理などの経費 

公  債  費   町債（借入金）の返済金 

消  防  費   消防団活動、広域消防負担金などの経費 

商  工  費   商工業や観光産業の育成にかかる経費 

議  会  費   議員の報酬や議会運営にかかる経費 

18億7,566万8千円 
15.3% 

20億1,444万3千円 
16.5% 

15億1,195万円 
12.4% 

9億2,943万4千円 
7.6% 

4億2,239万2千円 

3.5% 

21億7,041万3千円 
17.7% 

1億3,661万6千円 

1.1% 

8億1,377万8千円 
6.6% 

17億8,653万9千円 

15.1% 

11億3,676万4千円 
9.6% 

6億594万円 
5.1% 

13億326万7千円 

11.0% 

8,388万1千円 
0.7% 

11億2,588万円 
9.5% 

26億3,163万4千円 
22.2% 

20億3,050万3千円 

17.1% 

10億9,141万3千円 

9.2% 

6,287万円 
0.5% 

農林水産業費  

4億5,658万8千円 
3.7% 

19億421万9千円 

15.6% 

目的別歳出の内訳 

最近5年間の決算の状況 
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区分
町民一世
帯当たり

町民一人
当たり

財 政 調 整 基 金

が ん ば る 新 富 町 応 援 基 金

公 共 施 設 等 整 備 基 金

土 地 開 発 基 金

区　　分 金　　額

9億2,040万8千円

5億8,760万6千円

1億6,013万8千円

1億9,385万9千円

す こ や か 安 心 基 金

被保険者
一人当たり

平成３０年度は一時借入金の借り入れはありません
でした。

2億4,260万4千円

7,186万4千円

5,857万1千円

計

103,205円

家 畜 導 入 資 金 貸 付 基 金

出資による権利 2,970万4千円

有価証券 3億2,107万7千円

区分 数量及び金額

土地 2,061,094㎡

そ の 他 （ １ ２ 基 金 ）

※平成３１年４月１日の住民基本台帳の世帯数、人口で除
した数値。

有線ラジオ放送施設運営基金

新富町小中学校教育情報化整備基金

9,940万円

建物 111,297㎡

※町税は平成３１年４月１日の住民基本台帳
の世帯数、人口で除した数値。国民健康保険
税は平成３１年３月３１日の被保険者数で除し
た数値。

町債 791,045円 352,629円

基金 347,561円 154,934円

区分 町民一世帯当たり 町民一人当たり

町税 195,443円 87,124円

農 業 振 興 基 金

減 債 基 金 7,699万2千円

1億3,928万円

26億8,873万3千円

7,048万7千円地 域 福 祉 基 金

6,752万4千円

国民健康
保険税

平成11年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

最近5年間の町債（借入金）の状況 

町債（借入金）及び基金（積立金）の年度末現在高の状況 

70億 

60億 

50億 

40億 

30億 

20億 

10億 

平成11年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

最近5年間の基金（積立金）の状況 

30億 
 

25億 
 

20億 
 

15億 
 

10億 
 

5億 

★平成10年度 

以降過去最高額 

が平成11年度 

★平成10年度 

以降過去最低額 

が平成11年度 

一時借入金年度末現在高の状況 

町民の負担状況（31年3月末） 

基金年度末現在高 

町有財産の状況 町債・基金の一人当たりの残高等 

67億9,144万8千円 
62億5,769万7千円 61億1,952万3千円 63億2,084万7千円 63億9,698万7千円 65億98万4千円 

13億3,801万円 

28億1,169万2千円 
26億8,873万3千円 26億1,723万4千円 25億7,700万1千円 

23億9,476万円 

臨時財政 

対策債 

※臨時財政対策債は、地方交付税の代替であり地方自治体

が借り入れを行いますが、発行した臨時財政対策債の元利償

還金は、将来地方交付税で交付されることとなっています。 

建設事業債等 建設事業債等 建設事業債等 建設事業債等 建設事業債等 

臨時財政 

対策債 
臨時財政 

対策債 

臨時財政 

対策債 

臨時財政 

対策債 

30億6,757万8千円 31億2,015万5千円 30億9,615万6千円 30億5,858万5千円 30億2,108万6千円 

32億5,326万9千円 33億8,082万9千円 33億83万1千円 31億9,911万2千円 30億9,843万7千円 
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（平成30年9月末現在）

※繰越明許費78,795千円を含んでいません。

給水収益
その他
計

支出
人件費
支払利息
減価償却費
資産減耗費
動力費
修繕費
舗装復旧費

※収益的収支とは、１年間の事業活動に伴って発生する収入と支出を損益計算の形で表すもので、いわば企業の経
営成績を示すものです。資本的収支とは、１年間に支出した施設の整備拡充等の経費とその財源となる収入を収支の
形で表すものです。

3億9,377万9千円

15億9,513万円

3億9,272万6千円 105万3千円 後期高齢者医療事業 3億8,920万8千円
6,447万7千円 16.6%

34.1%

5億4,222万4千円

11万1千円

1億3,270万7千円

7億6,201万6千円

34.6%
47.8%

14億3,070万2千円 1億6,442万8千円 介護保険事業 15億9,475万6千円

収納率
執行率

23億8,882万8千円

歳入決算額 予　算　額

22億234万7千円
8億614万円

7億6,227万7千円

歳出決算額 実質収支額 会　計　名

23億4,214万1千円 4,668万7千円 国民健康保険事業

収入済額
支出済額

36.6%

0円 0.0%

578万9千円 2.5%
4億6,224万円 ※118万9千円 土地取得事業 2億2,808万6千円

平成30年度の総有収水量は1,538千㎥（１日平均4,214㎥）でありました。給水戸数は5,767戸で給水人口は13,982人
に水を給水しています。収益的収支では、収入3億155万8千円に対し、支出2億8,840万2千円で差引1,315万6千円の
純利益がありました。また、資本的収支では、収入569万5千円に対し、支出6,726万7千円で差引6,157万2千円不足し
た為、過年度分損益勘定留保資金等で補てんしました。

西都児湯情報公開・個
人情報保護審査会

14万1千円11万2千円22万3千円

6億1,795万3千円 38.7%

1億5,632万5千円 68.5%

25万2千円 178.7%

各特別会計の平成３０年度決算・令和元年度予算の状況 

特別会計 平成３０年度決算 令和元年度予算（令和元年９月末現在） 

企業会計（水道事業） 平成３０年度決算 

収益的収支 

給水収益 

その他 

人件費 

支払利息 

減価償却費 

資産減耗費 

動力費 

修繕費 

舗装復旧費 

薬品費 委託料 その他 

569万5千円 
100％ 

量水器費 

送配水設備 

拡張改良費 
企業債償還 

収 入 
 

3億155万8千円 

支 出 
 

2億8,840万2千円 

収 入 
 

569万5千円 

支出 
 
6,726万7千円 

資本的収支 

2億3,570万円 
78.2% 

6,585万8千円 
21.8% 

4,558万9千円 
15.8% 

831万6千円 
2.9% 

1億4,663万7千円 
50.8% 221万5千円 

0.8% 

2,224万6千円 
7.7% 

1,062万円 
3.7% 

88万7千円 
0.3% 

454万2千円 
1.6% 

1,945万8千円 

6.7% 

2,789万2千円 

9.7% 

376万円 
5.6% 

2,768万1千円 
41.1% 

3,582万6千円 
53.3% 

工事負担金 
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貸借対照表 （平成31年3月31日現在） （単位：千円）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7 収益的収入　……水道料・給水負担金等

8 8 収益的支出　……人件費・施設運営費・借入金利息等

9 9 資本的収入　……企業債等

10 10 水道管布設・企業債償還等

11

12

※

：
：
：

：

：

機械及び装置

構築物 修繕引当金

未払金

車両及び運搬具 引当金

724,250

1,356,800

137

建設仮勘定

工具及び備品

繰延収益

現金預金 資本金

預り金

0

1,290

687,848

合計 3,255,455 合計 3,255,455

※資本的収支の不足額は、当年度分損益勘定留保資
金等で補てんします。

資本的支出　……

未収金

貯蔵品

資本剰余金

減債積立金

建設改良積立金

未処分利益剰余金

15,670

2,074

0

147,505

373,201

17,903

借　　　　　方 貸　　　　方

区　　　分 予算額
土地 建設改良等企業債

退職給付引当金建物

59,562

407,824

478,480

54,641

　本町では、水道事業において資金不足が発生していないため、「－」で表示しています。

将来負担比率

(30.5)

350.0

新富町比率欄の、上段の
数値は平成30年度決算、
下段（　）内の数値は前年
度（H29）決算となります。

実質赤字比率

－

15.00

20.00

連結実質
赤字比率

－

20.00

30.00

公営企業会計（本町では水道事業会計）において、
資金不足があった場合、その不足額が該当事業の
規模に占める割合。

　各比率ともに数値が高くなると財政状況の悪化を示します。本町では、普通会計・特別会計ともに黒字決算であ
るため、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は「－」で表示しています。全ての比率で早期健全化基準内という
決算状況でした。また、実質公債費比率については、前年度比率より悪化しましたが、将来負担比率については
改善しています。

※標準財政規模とは、その地方公共団体が標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模。

実 質 赤 字 比 率
連結実質赤字比率
実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

普通会計の収支が赤字である場合、その赤字額が標準財政規模に占める割合。
全会計を合わせた総収支が赤字である場合、その赤字額が標準財政規模に占める割合。

新富町比率

説明

説明

新富町比率

資金不足比率

－

資金不足比率

財政再生基準

早期健全化基準

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合。

全会計及び一部事務組合等の実質的な公債費に費やした一般財源の額が標準財政規
模に占める割合。

25.0

35.00

26.89.4

収入済額

支出済額

実質公債費比率

(9.1)

収納率

執行率

収益的
収　入

支　出

資本的
収　入

支　出

1,258,193

3億1,631万2千円

3億132万2千円

455万8千円

16.0%

39.7%

15.8%

0.0%

1億3,296万9千円

1億2,545万4千円

4,770万3千円

0千円

2,126万4千円

※令和元年9月末現在

24,846

12,500

3,152

885,021
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 5



【歳入】地方消費税交付金
うち社会保障財源化分（税率引き上げ分）

【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられた社会保障施策経費

3　保健衛生費
疾病予防対策、医療
提供体制確保、高齢
者医療事業など

193,084 21,351 81,519 90,214

合計 2,731,590 1,356,675 144,605 1,230,310

559,370

1　社会福祉費
障がい者・高齢者・
児童・母子福祉事業
など

1,847,688 1,203,876 63,086 580,726

2　社会保険費
国民健康保険、介護
保険事業など

690,818 131,448 0

平成30年度における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途状況は下記のとおりです。

区　　分 決算額

財源の内訳

国県支出金 その他特定財源 一般財源

（単位：千円）
2,731,590千円

  （139,575千円）
       328,017千円
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